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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

    提出会社の経営指標等

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期

会計期間

自平成19年
２月１日
至平成19年
７月31日

自平成20年
２月１日
至平成20年
７月31日

自平成21年
２月１日
至平成21年
７月31日

自平成19年
２月１日
至平成20年
１月31日

自平成20年
２月１日
至平成21年
１月31日

売上高（千円） 25,716,458 23,791,575 22,588,090 50,822,433 47,585,177

経常利益（千円） 531,835 145,435 785,842 600,667 938,626

中間（当期）純利益（千円）又は中

間（当期）純損失(千円)(△)
△466,963 △624,823 123,499 △1,248,884 △188,452

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円）

(発行済株式総数)（千株）

3,268,756

(17,769)

3,268,756

(17,769)

3,268,756

(17,769)

3,268,756

(17,769)

3,268,756

(17,769)

純資産額（千円） 11,298,802 9,867,170 10,424,847 10,493,325 10,301,355

総資産額（千円） 17,019,903 14,906,459 15,018,308 15,454,248 14,930,013

１株当たり純資産額（円） 637.41 556.66 588.13 591.98 581.16

１株当たり中間（当期）純利益金額

（円）又は１株当たり中間（当期）

純損失金額(円)(△)

△26.34 △35.25 6.95 △70.45 △10.60

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） 66.4 66.2 69.4 67.9 69.0

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
949,655 391,387 889,548 △261,404 979,253

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△492,962 △184,230 △108,867 △453,080 △202,166

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△237,999 △46,550 △9,908 △291,224 △87,705

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円）
5,131,853 4,068,055 5,365,272 3,907,450 4,593,449

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］(人)

587

[5,486]

555

[5,114]

596

[4,698]

554

[5,405]

621

[4,875]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

　　　　　　ては記載しておりません。

　　　　３．潜在株式調整後の１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は

　　　　　　非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　　　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成21年７月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

オリジン弁当部門 423（4,239） 

中華部門 31　（352） 

工場部門 19 　（63） 

全社共通 123 　（44） 

合計 596（4,698） 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(2）労働組合の状況

１．結成年月日　　平成14年３月16日

２．名称　　　　　オリジン東秀ユニオン

３．所属上部団体　ＵＩゼンセン同盟イオングループ労働組合連合会

４．労使関係　　　労使関係は円満に推移し、特記すべき事項はありません。

５．組合員数　　　516名　（平成21年７月31日現在）

　　　 (注) 組合員数には、臨時雇用者のうち資格該当者（25名）を含んでおります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

 (1)業績

　当中間会計期間における経済環境は、昨年来からのガソリン価格や原材料費の高騰は緩和されたものの、企業の

リストラによる雇用情勢の悪化や、消費者の節約志向による消費意欲の低迷は依然厳しい状況となりました。小売

や外食産業各社は、価格に敏感になった消費者に対し続々と低価格戦略を打ち出し、価格競争はますます激化しま

した。また、一部地域での新型インフルエンザ流行により、特に集客の多いショッピングセンターなどの来店客数

に影響しました。

　このような環境の中、当社は、品質・品揃え・サービスを最重視したクオリティーの高い運営の更なる強化を

図ってきたとともに、エリアや時間帯ごとにタイムリーな価格対策を進めてまいりました。お客様の支持が最も高

い「のり竜田弁当」は490円から399円に、「のり弁当」は300円から290円へと弁当の主力商品の値下げを全店で

実施いたしました。また、人気の高い「ハンバーグ焼肉弁当」や「生姜焼き弁当」などは、期間限定で100円引き

セールを実施、週替りで商品を選択し「量り売り惣菜」の値下げセールを行なうなど、客数減を最小限に抑える販

売促進を実施いたしました。

　これにより弁当分類は、１点単価の低下により金額ベースでは前年を若干下回りましたが、数量ベースでは前年

を上回りました。惣菜分類は、値下げセール期間中に品揃えの強化を徹底したことで、特に夕方以降のチャンスロ

ス改善に繋がり、分類前年比は後半回復基調で推移、この販売促進策によって前半落ち込んだ客数前年比は６月以

降、99％まで改善いたしました。

　店舗展開においては、「オリジン弁当」５店舗（うち１店舗は、おにぎりと唐揚げ専門店の新業態「おにから

屋」をジャスコ柏店にコンセ出店）を新規出店いたしました。不採算店舗は個店別に業績改善の見込を検討し、

「オリジン弁当」12店舗（うち１店舗は、駅前再開発による立退き）、「中華東秀」２店舗を閉鎖いたしました。

また、開店後８年以上経過し老朽化が進んでいる店舗を中心に「オリジン弁当」６店舗、「中華東秀」２店舗を改

装いたしました。

　売上高は、225億88百万円（前年中間会計期間は237億91百万円）になりました。既存比はオリジン弁当部門が

96.7%、中華東秀部門が96.4%で、いずれも客単価が前年を大きく下回ったことが影響いたしました．

　荒利益面においては、無駄なロスの削減、食材使用量の適正化や主要原材料（鶏肉・油・米）の仕入価格改善に

より原価率は前年より低下したものの、売上高の不足により、営業総利益は132億７百万円（同136億61百万円）と

なりました。

　経費面においては、前事業年度下期から取り組んできたコスト改善が引き続き成果をあげ、前中間会計期間と比

べ約11億円の改善となりました。

　その結果、経常利益は経費の改善効果が大きく寄与し７億85百万円（同１億45百万円）、前年比540.3％となりま

した。

　また、中間期における減損損失は３億23百万円（同９億24百万円）、閉店費用を含め４億55百万円（同11億61百

万円）の特別損失を計上し、中間純利益は１億23百万円（前年中間会計期間は純損失６億24百万円）となりまし

た。

　

事業部門別の業績は次のとおりであります。

　①　オリジン弁当部門

　売上高は、210億13百万円となりました。

②　中華部門

　売上高は、15億23百万円となりました。

③　その他部門

 ミニストップ㈱の店舗への食材供給等で売上高50百万円となりました。

　（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。　　　　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ、７億71百万円増

加し、当中間会計期間末では53億65百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は８億89百万円（前年中間会計期間は３億91百万円）となりました。これは税引前

中間純利益が３億33百万円あった事の他に減損損失が３億23百万円、減価償却費が２億53百万円と非資金費用が

あった等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は１億８百万円（前年中間会計期間は１億84百万円）となりました。これは主に新

規出店に係る有形固定資産の取得による支出が１億29百万円、長期差入保証金の回収による収入が80百万円あっ

たこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は９百万円（前年中間会計期間は46百万円）となりました。これは主に長期借入金

の返済による支出が９百万円あったこと等によるものであります。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

品目
当中間会計期間

（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前年同期比（％）

ギョーザ 千食 4,650 98.8

中華丼パック 千食 235 63.0

コロッケ 千個 2,352 95.1

シュウマイ 千食 563 167.6

チャーシュー kg 31,547 72.8

タレ類 kg 447,497 92.6

(2）受注状況

　当社は見込み生産を行っておりますので、受注状況については、記載すべき事項はありません。

(3）販売実績

区分

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

オリジン弁当部門 21,013,800 95.1

中華部門 1,523,871 92.3

その他 50,418 109.5

合計 22,588,090 94.9

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

４【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、当社の事業等のリスクについて、重要な変更及び新たに生じたものはありません。

５【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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６【研究開発活動】

(1)　研究開発の状況

　当社は「食」を通じ「健康創造企業」の実現と豊かな生活づくりに貢献していくために、また「楽しさ」「豊

かさ」「快適さ」を感じて頂くために、日々商品開発を行っております。

　現在の商品開発は当社の商品開発部を中心に弁当、惣菜、サラダ等を中心に推進されております。商品開発ス

タッフは７月末現在14名であります。

　開発の特徴としては、お客様の健康を考え、保存料・合成着色料を使用しないということだけでなく、価値ある

商品を提供すべくバーティカルマーチャンダイジング（原材料を生産地まで遡り商品開発を行う）を推進して

おります。

　

(2)　開発の方針

「安心」、「安全」、「健康」を前提に商品、業態の開発に携わっております。

　Ａ．ベーシックアイテムの掘り下げ

　Ｂ．旬、鮮度の追求

　Ｃ．原材料のトレーサビリティ

　　　　以上をテーマに開発を進めております。

　

　　(3)　開発の成果及びその内容

毎月弁当で約２アイテム、惣菜で約６アイテムを投入しました。新商品の売上高構成比は以下のとおりです。

　 平成21年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 平均

　 8.9％ 10.3％ 9.5％ 12.3％ 11.3％ 13.4％ 11.0％

　

　　(4)　開発費

当社の研究開発にて発生した費用は以下のとおりであります。

　 　 人件費（千円） 他経費（千円） 合計（千円）

　 平成19年度 86,870 9,875 96,746

　 平成20年度 101,022 10,913 111,936

　 平成21年中間期 57,625 4,833 62,459

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　財政状態の分析

　当中間会計期間における資産合計は、150億18百万円であり前事業年度末から88百万円増加しております。この

うち現金及び現金預託運用分の預け金を含めますと前事業年度末から７億71百万円増加の53億65百万円となっ

ております。また、有形固定資産は前事業年度末から、増加１億76百万円、減少４億80百万円となっております。

これは新規出店を５店舗いたしましたが、12店舗の閉店による減少と減損損失として２億31百万円等が発生し

たためであります。

　当中間会計期間における負債合計は、45億93百万円であり、前事業年度末から35百万円の減少となりました。こ

れは未払金が23百万円減少した事等によるものであります。また、有利子負債額は前事業年度末から９百万円減

少して32百万円になりました。

　当中間会計期間における株主資本合計は104億23百万円であり、前事業年度末から１億23百万円増加しており

ます。これは当期純利益が１億23百万円となった事によるものです。

　

(2)　経営成績の分析

　「１ 業績等の概要（1）業績」を参照願います。

　

(3)　キャッシュ・フローの分析

　「１ 業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状況」を参照願います。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、増加した主要な設備の状況は次のとおりです。

事　業　所　名
(所　在　地) 事業部門 設備の内容

帳　　簿　　価　　額
従業員数
（人）建物

（千円）
その他
（千円）

合　計
（千円）

オリジン弁当中目黒店他

　　新規出店５店

（東京都他１府２県）

　

オリジン弁当部門 　店舗　 50,459 18,647 69,106
4

(85)

　

　オリジン弁当41店

（東京都他３県）

オリジン弁当部門
ＰＯＳ

　システム
－ 46,060 46,060 －

　
50,459 64,708 115,167

4

(85)

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２．「その他」は、器具備品・構築物の合計であります。

　　　３．従業員数の（　）は臨時従業員数であり、外書しております。

２【設備の新設、除却等の計画】

（１）前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

（２）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成21年７月31日）

提出日現在発行数（株）
(平成21年10月16日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

   普通株式 17,769,444 17,769,444 非上場 －

計 17,769,444 17,769,444 － －

（注）「提出日現在の発行数」欄には、平成21年10月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使

により発行された株式数は、含まれておりません。 
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年６月18日定時株主総会決議

 
中間会計期間末現在
（平成21年７月31日）

提出日の前月末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 725 720

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 72,500 72,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,090 2,090

新株予約権の行使期間
平成19年７月２日から

平成22年６月30日まで

平成19年７月２日から

平成22年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    2,090

資本組入額  1,045

発行価格    2,090

資本組入額  1,045

新株予約権の行使の条件 (注)２ (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　 (注)１．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、定時株主総会決議における新株発行予定数

から、退職等の理由により権利を喪失した者の株式の数を減じております。

 ２．新株予約権の行使の条件

 イ．新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は権利行使時においても、当社また

は当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。

 ロ．新株予約権者の相続人は、権利を行使できない。

 ハ．その他の行使条件は、当社の取締役会において決定する。

 ３．新株予約権の譲渡に関する事項

 新株予約権の譲渡・質入その他の処分及び相続は認めない。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行株式総数
残高
（株）

資本金増減額
（千円）
　

資本金残高
（千円）
　

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年２月１日

～平成21年７月31日
－ 17,769,444 － 3,268,756 － 3,091,791
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（５）【大株主の状況】

平成21年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

イオンリテール株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目5-1 16,967,370 95.48

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目5-1 235,400 1.32

シージーエムエフピー－ピーシーエフ

　エクイティ

（常任代理人　シティバンク銀行株式

会社証券業務部）

388 GREENWITCH STREET,NEWYORK,

NY 10013 

U.S.A

（東京都中央区日本橋兜町14-9　本部別館ビル

３Ｆ）

164,400 0.93

リーマン　ブラザーズ　

コマーシャルコープ　アジア

（常任代理人　リーマン・ブラザーズ

証券株式会社）

26/F TWO INTERNATIONAL FINANCE

 CENTRE 8 FINANCE STREET 

CENTRAL HONG KONG

（東京都港区六本木６丁目10-1　六本木ヒルズ

森タワー31階）

111,300 0.63

ゴールドマン・サックス・インターナ

ショナル

（常任代理人　ゴールドマン・サック

ス証券会社東京支店）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K

（東京都港区六本木６丁目10-1　六本木ヒルズ

森タワー31階）

47,800 0.27

オリジン東秀株式会社 東京都調布市仙川町３丁目2-4 43,964 0.25

計 － 17,570,234 98.88

(注）上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が26,990株あります。

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　43,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,721,300 177,213 －

単元未満株式 普通株式　　　 4,244 －
１単元（100株）未

満の株式

発行済株式総数 17,769,444 － －

総株主の議決権 － 177,213 －

  （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式

がそれぞれ26,900株（議決権の個数269個）及び90株が含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成21年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

オリジン東秀株式会社
東京都調布市仙川町

三丁目２番地４
43,900 － 43,900 0.25

計 － 43,900 － 43,900 0.25

２【株価の推移】

　当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　退任役員

 役名 職名 氏名 退任年月日

　取締役
　オリジン事業本部副本部長

　兼営業推進部長
矢萩　英夫　 　平成21年４月30日
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成20年２月１日から平成20年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成21年２月１日から平成21年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間（平成20年２月１日から平成20年７月

31日まで）及び当中間会計期間（平成21年２月１日から平成21年７月31日まで）の中間財務諸表について、有限責任

監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

　なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により平成21年７月１日をもって監査法人トーマツから

名称変更しております。

３．中間連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成20年７月31日)

当中間会計期間末
(平成21年７月31日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(平成21年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,068,055 3,865,272 3,593,449

売掛金 179,311 184,246 258,786

たな卸資産 265,814 325,434 234,780

預け金 1,000,000 1,508,349 1,000,000

繰延税金資産 249,617 539,239 446,620

その他 788,241 748,945 887,601

貸倒引当金 △5,077 △3,900 △7,400

流動資産合計 5,545,963 7,167,588 6,413,838

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2, ※1
 2,623,163 2,107,241 2,448,756

土地 899,529 899,529 899,529

その他（純額） ※1
 347,992 365,765 334,356

有形固定資産合計 3,870,685 3,372,535 3,682,642

無形固定資産 175,524 154,669 180,077

投資その他の資産

投資有価証券 122,476 33,880 33,872

長期差入保証金 2,658,535 2,540,684 2,622,320

繰延税金資産 1,971,886 1,211,605 1,434,540

賃貸不動産 ※1
 421,132 416,711 418,796

その他 172,610 143,895 177,176

貸倒引当金 △32,353 △23,262 △33,251

投資その他の資産合計 5,314,287 4,323,514 4,653,455

固定資産合計 9,360,496 7,850,719 8,516,175

資産合計 14,906,459 15,018,308 14,930,013

負債の部

流動負債

買掛金 1,907,999 1,811,657 1,681,945

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 50,760 19,760 19,760

未払金 2,056,989 1,878,812 1,902,545

未払法人税等 125,228 126,561 216,980

未払消費税等 ※3
 104,667 131,370 181,383

賞与引当金 164,010 96,795 159,880

役員賞与引当金 6,875 － －

役員業績報酬引当金 － 5,625 －

その他 188,529 179,639 108,817

流動負債合計 4,605,058 4,250,221 4,271,312
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(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成20年７月31日)

当中間会計期間末
(平成21年７月31日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(平成21年１月31日)

固定負債

長期借入金 ※2
 32,040 12,280 22,160

退職給付引当金 215,895 214,599 206,432

役員退職慰労引当金 42,900 44,380 49,730

その他 143,395 71,980 79,022

固定負債合計 434,230 343,239 357,345

負債合計 5,039,289 4,593,460 4,628,658

純資産の部

株主資本

資本金 3,268,756 3,268,756 3,268,756

資本剰余金

資本準備金 3,091,791 3,091,791 3,091,791

資本剰余金合計 3,091,791 3,091,791 3,091,791

利益剰余金

利益準備金 402,962 402,962 402,962

その他利益剰余金

別途積立金 4,850,000 4,850,000 4,850,000

繰越利益剰余金 △1,650,350 △1,090,479 △1,213,979

利益剰余金合計 3,602,612 4,162,483 4,038,983

自己株式 △99,132 △99,394 △99,382

株主資本合計 9,864,027 10,423,635 10,300,148

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,143 1,211 1,206

評価・換算差額等合計 3,143 1,211 1,206

純資産合計 9,867,170 10,424,847 10,301,355

負債純資産合計 14,906,459 15,018,308 14,930,013
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成20年２月１日
　至　平成20年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年７月31日)

前事業年度の要約
損益計算書

(自　平成20年２月１日
　至　平成21年１月31日)

売上高 23,791,575 22,588,090 47,585,177

売上原価 10,130,528 9,420,083 20,194,560

売上総利益 13,661,046 13,168,007 27,390,617

営業収入 － 39,641 －

営業総利益 13,661,046 13,207,648 27,390,617

販売費及び一般管理費 13,580,584 12,434,251 26,566,300

営業利益 80,461 773,397 824,316

営業外収益 ※1
 87,282 24,131 157,602

営業外費用 ※2
 22,308 11,685 43,292

経常利益 145,435 785,842 938,626

特別利益 54,823 3,315 116,150

特別損失 ※3, ※5
 1,161,721 455,298 1,152,507

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △961,462 333,860 △97,731

法人税、住民税及び事業税 82,880 80,046 168,553

法人税等調整額 △419,520 130,313 △77,832

法人税等合計 △336,639 210,360 90,721

中間純利益又は中間純損失（△） △624,823 123,499 △188,452
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成20年２月１日
　至　平成20年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年７月31日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成20年２月１日
　至　平成21年１月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,268,756 3,268,756 3,268,756

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 3,268,756 3,268,756 3,268,756

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,091,791 3,091,791 3,091,791

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 3,091,791 3,091,791 3,091,791

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 402,962 402,962 402,962

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 402,962 402,962 402,962

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 4,850,000 4,850,000 4,850,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 4,850,000 4,850,000 4,850,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,025,526 △1,213,979 △1,025,526

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △624,823 123,499 △188,452

当中間期変動額合計 △624,823 123,499 △188,452

当中間期末残高 △1,650,350 △1,090,479 △1,213,979

利益剰余金合計

前期末残高 4,227,435 4,038,983 4,227,435

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △624,823 123,499 △188,452

当中間期変動額合計 △624,823 123,499 △188,452

当中間期末残高 3,602,612 4,162,483 4,038,983

自己株式

前期末残高 △98,607 △99,382 △98,607

当中間期変動額

自己株式の取得 △525 △12 △775

当中間期変動額合計 △525 △12 △775

当中間期末残高 △99,132 △99,394 △99,382
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成20年２月１日
　至　平成20年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年７月31日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自　平成20年２月１日
　至　平成21年１月31日)

株主資本合計

前期末残高 10,489,375 10,300,148 10,489,375

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △624,823 123,499 △188,452

自己株式の取得 △525 △12 △775

当中間期変動額合計 △625,348 123,487 △189,227

当中間期末残高 9,864,027 10,423,635 10,300,148

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,622 1,206 4,622

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △1,479 4 △3,415

当中間期変動額合計 △1,479 4 △3,415

当中間期末残高 3,143 1,211 1,206

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △672 － △672

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 672 － 672

当中間期変動額合計 672 － 672

当中間期末残高 － － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 3,949 1,206 3,949

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △806 4 △2,742

当中間期変動額合計 △806 4 △2,742

当中間期末残高 3,143 1,211 1,206

純資産合計

前期末残高 10,493,325 10,301,355 10,493,325

当中間期変動額

中間純利益又は中間純損失（△） △624,823 123,499 △188,452

自己株式の取得 △525 △12 △775

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △806 4 △2,742

当中間期変動額合計 △626,155 123,491 △191,970

当中間期末残高 9,867,170 10,424,847 10,301,355
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　平成20年２月１日
　至　平成20年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年７月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成20年２月１日
　至　平成21年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △961,462 333,860 △97,731

減価償却費 299,912 253,849 611,941

減損損失 924,846 323,055 924,846

引当金の増減額（△は減少） △54,581 △68,132 △64,998

投資有価証券売却損益（△は益） △10,000 － △30,160

有形固定資産除売却損益（△は益） 126,704 58,013 125,083

受取利息及び受取配当金 △13,294 △5,154 △21,474

支払利息 1,010 374 1,619

売上債権の増減額（△は増加） △12,266 74,539 △91,741

たな卸資産の増減額（△は増加） 18,514 △90,654 49,548

仕入債務の増減額（△は減少） 130,201 129,712 △95,852

未払消費税等の増減額（△は減少） 34,655 △50,013 111,371

リース資産減損勘定の取崩額 △114,803 △73,609 △207,004

その他 96,429 167,275 △171,120

小計 465,867 1,053,116 1,044,327

利息及び配当金の受取額 12,722 5,342 21,021

利息の支払額 △937 △356 △1,474

法人税等の支払額 △86,265 △168,553 △84,621

営業活動によるキャッシュ・フロー 391,387 889,548 979,253

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △294,202 △129,197 △367,443

有形固定資産の売却による収入 － 3,231 －

無形固定資産の取得による支出 △88,549 △3,452 △123,193

投資有価証券の売却による収入 110,000 － 209,000

貸付金の回収による収入 782 782 1,565

出店による支出 △28,745 △37,222 △40,202

長期差入保証金の回収による収入 256,757 80,296 308,555

閉店による支出 △140,254 △23,405 △190,416

その他 △20 100 △32

投資活動によるキャッシュ・フロー △184,230 △108,867 △202,166

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △44,880 △9,880 △85,760

自己株式の取得による支出 △525 △12 △775

配当金の支払額 △1,145 △16 △1,170

財務活動によるキャッシュ・フロー △46,550 △9,908 △87,705

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 1,051 △3,381

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 160,605 771,823 685,999

現金及び現金同等物の期首残高 3,907,450 4,593,449 3,907,450

現金及び現金同等物の中間期末残高 4,068,055 5,365,272 4,593,449
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前中間会計期間

（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前事業年度
（自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券　

時価のあるもの　

　中間決算日の市場価格等に　　

　基づく時価法（評価差額は　　

　全部純資産直入法により処

　理し、売却原価は移動平均

　法により算定）

時価のないもの　

　移動平均法による原価法

(1）有価証券

　　その他有価証券　

時価のあるもの　

同左

 

 

時価のないもの

同左

(1）有価証券

その他有価証券　

時価のあるもの　

　決算期末日の市場価格等に　　

　　

　基づく時価法（評価差額は　　

　　　

　全部純資産直入法により処

　理し、売却原価は移動平均

　法により算定）

時価のないもの　

同左

　 (2）デリバティブ

　時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

      　　  同左  

　 (3）棚卸資産

店舗仕込材料

　総平均法による原価法

 

 

 

半製品

同上

原材料

同上

仕掛品

同上

貯蔵品

　最終仕入原価法

(3）棚卸資産

店舗仕込材料

　総平均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

半製品

同上

原材料

同上

仕掛品

同上

貯蔵品

　最終仕入原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算

定）

（会計方針の変更）

　当中間会計期間より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日公表分）を適用し

ております。

　これによる損益に与える影響

はありません。

(3）棚卸資産

店舗仕込材料

　総平均法による原価法

 

 

 

半製品

同上

原材料

同上

仕掛品

同上

貯蔵品

　最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産及び賃貸不動産

　　 定額法

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び構築物　８～59年 

賃貸不動産　　　６～60年

(1）有形固定資産及び賃貸不動産

　　 定額法

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び構築物　５～59年 

賃貸不動産　　　４～57年

(1）有形固定資産及び賃貸不動産

　　 定額法

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び構築物　８～59年 

賃貸不動産　　　６～60年

　 (2) 無形固定資産

　　 定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　

　 (3) 長期前払費用

　　 均等償却

(3) 長期前払費用

 同左

(3) 長期前払費用

　　　　　　 　同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前事業年度
（自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日）

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　売掛金等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備える

ため支給見込額に基づき計上し

ております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

　 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当中間

会計期間末に発生していると認

められる額を計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

　

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上し

ております。

　 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金規程に基づく

中間期末要支給額を計上してお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

同左

（4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しておりま

す。

 (5）役員賞与引当金

  役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。

 ―――――

　

 ―――――

　

  ―――――

　

(6）役員業績報酬引当金

  役員に対して支給する業績報

酬の支出に備えるために、支給見

込額の当中間会計期間に負担す

べき金額を計上しております。

（追加情報）

  従来、役員賞与引当金に計上し

ていた役員に対して支給する業

績に連動して支払う報酬の支給

見込額については、当中間会計期

間より役員業績報酬引当金とし

て表示しております。

 ―――――

　

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

 ――――― 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

 

EDINET提出書類

オリジン東秀株式会社(E03302)

半期報告書

20/34



項目
前中間会計期間

（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前事業年度
（自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日）

５．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

　通貨スワップ取引については、繰

延ヘッジ処理を採用しております。

①ヘッジ会計の方法

同左

①ヘッジ会計の方法

同左

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段  ヘッジ対象

通貨スワップ 外貨建輸入予
定取引及び買

掛金

同左 同左

　 ③ヘッジ方針

　ヘッジ対象額が実需の範囲内で、

為替の変動リスクを回避する目的

で行っております。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

　 ④ヘッジ有効性評価の方法

　通貨スワップ取引については、

ヘッジの対象となる外貨建輸入予

定取引に関する重要な条件が同一

であるため、ヘッジに高い有効性が

あるものと判断し、ヘッジの有効性

の判定を省略しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金

の範囲

 手許現金、随時引出可能な現金及

び容易に換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から3ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からな

ります。

同左 同左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　税抜き方式によって処理してお

ります。

　　消費税等の会計処理

同左

　　消費税等の会計処理

同左
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前事業年度
（自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日）

 ―――――  （自動販売機手数料収入の計上区分の変更）  ―――――

　

　従来、「自販機受取手数料」については営業

外収益として計上しておりましたが、当中間会

計期間より、「営業収入」として計上しており

ます。

　これは、ソフトドリンクの自動販売機の設置

店舗の拡大に伴い、当該収入の増加が見込ま

れ、また当該収入が主たる営業活動の一環であ

ることから実態をより適切に表示する為

に変更したものであります。

　当該変更により、従来に比べ営業利益は39,641

千円増加しておりますが、経常利益及び中間純

利益に与える影響はありません。

　

 

 ―――――

 

 （リース取引に係る会計基準）

 

 ―――――

　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、従来、通常の賃貸借処理に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、当中間

会計期間より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月

30日改正））及びリース取引に関する企業会

計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が適用されたことに伴い、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。なお、リース取引開始日が適用初年度以

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

前中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

 （中間キャッシュ・フロー計算書）

１．　前中間会計期間まで営業活動によるキャッシュ・

　　フローの「その他」に含めて表示しておりました　　

　　「リース資産減損勘定の取崩額」は、金額的に重

　　要性が増したため区分掲記することに変更いたし

　　ました。

　    なお、前中間会計期間における「リース資産減

　　損勘定の取崩額」の金額は112,889千円でありま　　

　　す。

２．　前中間会計期間まで投資活動によるキャッシュ・

　　フローの「その他」に含めて表示しておりました　

　　「無形固定資産の取得による支出」は、金額的に

　　重要性が増したため区分掲記することに変更いた

　　しました。

　　　なお、前中間会計期間における「無形固定資産

　　の取得による支出」の金額は1,260千円でありま　　

　　す。

　

　

 

 

 

 

                      ──────

 

 

 

 

 

 

 

【注記事項】

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末
（平成20年７月31日）

当中間会計期間末
（平成21年７月31日）

前事業年度末
（平成21年１月31日）

※１．有形固定資産及び賃貸不動産の減価償

却累計額

※１．有形固定資産及び賃貸不動産の減価償

却累計額

※１．有形固定資産及び賃貸不動産の減価償

却累計額

有形固定資産 7,441,041千円

賃貸不動産 41,198 〃 

有形固定資産 7,827,897千円

賃貸不動産       45,619 〃

 

有形固定資産 7,598,390千円

賃貸不動産       43,534 〃

 

 減価償却累計額には、減損損失累計額

が含まれております。 

 減価償却累計額には、減損損失累計額

が含まれております。 

 減価償却累計額には、減損損失累計額

が含まれております。 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務

イ．担保差入資産 イ．担保差入資産 イ．担保差入資産

建物 　 353,243千円

土地 　 829,980 〃 

計 　 1,183,224 千円

建物 　   344,978千円

土地 　        829,980 〃

 

計 　
     1,174,959千

円

建物 　 349,106千円

土地 　        829,980 〃

 

計 　     1,179,087千円

ロ．上記の担保資産に対する債務 ロ．上記の担保資産に対する債務 ロ．上記の担保資産に対する債務

長期借入金 82,800千円

（一年以内返済予定額を含む）

長期借入金 32,040千円

（一年以内返済予定額を含む）

長期借入金 41,920千円

（一年以内返済予定額を含む）

※３．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、未払消費税等として表示して

おります。

※３．消費税等の取扱い

同左

※３．消費税等の取扱い

　同左
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前事業年度
（自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日）

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目

受取利息 8,004千円

受取配当金 5,290 〃

受取家賃 13,634 〃

自販機受取手数料 41,480 〃

受取利息 4,854千円

受取配当金 299 〃

受取家賃 13,689 〃

　       

受取利息 15,864千円

受取配当金 5,610 〃

受取家賃 26,932 〃

自販機受取手数料 81,342 〃

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目

支払利息 1,010千円 支払利息 374千円 支払利息 1,619千円

※３．特別損失の主要項目 ※３．特別損失の主要項目 ※３．特別損失の主要項目

固定資産除却損 126,704千円

減損損失 924,846 〃 

固定資産除却損   57,536千円

減損損失 323,055 〃 

固定資産除却損 125,083千円

減損損失 924,846 〃 

　４．減価償却実施額 　４．減価償却実施額 　４．減価償却実施額

有形固定資産 240,642千円

無形固定資産 32,032 〃

賃貸不動産  2,335 〃

有形固定資産  200,899千円

無形固定資産 28,860 〃

賃貸不動産  2,085 〃

有形固定資産     493,151千円

無形固定資産  61,842 〃

賃貸不動産  4,582 〃

※５．減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。

　当中間会計期間において当社は以下の

グルーピングについて減損損失を計上し

ております。

用途・場所 種類
減損損失

(千円）

 店舗

(東京都世田谷

区他）

土地、建物等 924,846

 計  924,846

　当社は減損損失を認識するにあたり、店

舗、賃貸資産及び遊休資産をキャッシュ

・フローを生み出す最小単位としてグ

ルーピングしております。また、本社及び

工場等につきましては、全社資産として

グルーピングしております。 

　グルーピングの最小単位である店舗、賃

貸資産における営業活動から生ずる損益

が継続してマイナス又はマイナスとなる

見込みである資産グループ及び、遊休状

態にあり今後の使用目的が立っていない

資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。　　　　

※５．減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。

　当中間会計期間において当社は以下の

グルーピングについて減損損失を計上し

ております。

用途・場所 種類
減損損失

(千円）

 店舗

(東京都世田谷

区他）

建物等 323,055

 計  323,055

　当社は減損損失を認識するにあたり、店

舗、賃貸資産及び遊休資産をキャッシュ

・フローを生み出す最小単位としてグ

ルーピングしております。また、本社及び

工場等につきましては、全社資産として

グルーピングしております。 

　グルーピングの最小単位である店舗、賃

貸資産における営業活動から生ずる損益

が継続してマイナス又はマイナスとなる

見込みである資産グループ及び、遊休状

態にあり今後の使用目的が立っていない

資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。　　　　

※５．減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。

　当事業年度において当社は以下のグ

ルーピングについて減損損失を計上して

おります。

用途・場所 種類
減損損失

(千円）

 店舗

(東京都世田谷

区他）

土地、建物等 924,846

 計  924,846

　当社は減損損失を認識するにあたり、店

舗、賃貸資産及び遊休資産をキャッシュ

・フローを生み出す最小単位としてグ

ルーピングしております。また、本社及び

工場等につきましては、全社資産として

グルーピングしております。　　　　　

　グルーピングの最小単位である店舗、賃

貸資産における営業活動から生ずる損益

が継続してマイナス又はマイナスとなる

見込みである資産グループ及び、遊休状

態にあり今後の使用目的が立っていない

資産グループの帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。　　　

種類 金額 (千円）

 建物 640,590

 リース資産 230,460

 長期前払費用 29,353

 器具備品 15,732

 土地 8,709

 合計 924,846

　資産グループの回収可能価額は正味売

却価額又は使用価値により測定しており

ます。正味売却価額は、１店舗当たりの重

要性が低いため、固定資産税評価額等を

基に算定した金額により評価しておりま

す。また使用価値は、将来キャッシュ・フ

ローを7.6％で割り引いて計算しておりま

す。

種類 金額 (千円）

 建物 213,191

 リース資産 75,165

 長期前払費用 16,667

 器具備品 12,652

 構築物 5,379

 合計 323,055

　資産グループの回収可能価額は正味売

却価額又は使用価値により測定しており

ます。正味売却価額は、１店舗当たりの重

要性が低いため、固定資産税評価額等を

基に算定した金額により評価しておりま

す。また使用価値は、将来キャッシュ・フ

ローを6.9％で割り引いて計算しておりま

す。

種類 金額 (千円）

 建物 629,874

 リース資産 230,460

 長期前払費用 29,353

 器具備品 15,732

 構築物 10,715

 土地 8,709

 合計 924,846

　資産グループの回収可能価額は正味売

却価額又は使用価値により測定しており

ます。正味売却価額は、１店舗当たりの重

要性が低いため、固定資産税評価額等を

基に算定した金額により評価しておりま

す。また使用価値は、将来キャッシュ・フ

ローを7.6％で割り引いて計算しておりま

す。
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（中間株主資本等変動計算書関係）

      前中間会計期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日）

　 　 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,769,444 － － 17,769,444

合計 17,769,444 － － 17,769,444

自己株式     

普通株式 43,633 210 － 43,843

合計 43,633 210 － 43,843

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加210株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

　

　　　２．配当に関する事項

           該当事項はありません。  

 

      当中間会計期間（自　平成21年２月１日　至　平成21年７月31日）

　 　 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,769,444 － － 17,769,444

合計 17,769,444 － － 17,769,444

自己株式     

普通株式 43,943 21 － 43,964

合計 43,943 21 － 43,964

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加21株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

　　　　　　２．配当に関する事項

　　　　　　　　該当事項はありません。

 

　　 前事業年度（自　平成20年２月１日　至　平成21年１月31日）

　　 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 17,769,444 － － 17,769,444

合計 17,769,444 － － 17,769,444

自己株式     

普通株式 43,633 310 － 43,943

合計 43,633 310 － 43,943

（注）普通株式の自己株式の増加310株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

　　　２．配当に関する事項

　　　　　該当事項はありません。
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前事業年度
（自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日）

　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年７月31日現在） （平成21年７月31日現在） （平成21年１月31日現在）

現金及び預金勘定 3,068,055千円 

預け金（寄託運用） 1,000,000 〃  

現金及び現金同等物 4,068,055千円 

現金及び預金勘定    3,865,272千円 

預け金（寄託運用） 1,500,000 〃  

現金及び現金同等物 5,365,272千円 

現金及び預金勘定    3,593,449千円 

預け金（寄託運用） 1,000,000 〃  

現金及び現金同等物   4,593,449千円 

（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前事業年度
（自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

１．リース取引に関する会計基準適用初年度

開始前の所有移転外ファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額

 機械装置
（千円）

 器具備品
（千円）

 その他
（千円）

 合計
（千円）

取得価額
相当額

1,089,619 2,152,455 376,831 3,618,906

減価償却
累計額相
当額

707,932 1,364,625 333,414 2,405,972

減損損失
累計額相
当額

167,788 331,452 － 499,240

中間期末
残高相当
額

213,898 456,378 43,417 713,693

 機械装置
（千円）

 器具備品
（千円）

 その他
（千円）

 合計
（千円）

取得価額
相当額

555,036 1,100,460 41,022 1,696,520

減価償却
累計額相
当額

292,873 569,806 34,518 897,197

減損損失
累計額相
当額

190,199 377,112 － 567,311

中間期末
残高相当
額

71,963 153,542 6,504 232,011

 機械装置
（千円）

 器具備品
（千円）

 その他
（千円）

 合計
（千円）

取得価額
相当額

909,514 1,628,336 48,562 2,586,413

減価償却
累計額相
当額

586,128 1,011,301 37,453 1,634,882

減損損失
累計額相
当額

155,846 279,017 － 434,864

期末残高
相当額

167,540 338,017 11,109 516,667

②　未経過リース料中間期末残高相当額及

びリース資産減損勘定中間期末残高

②　未経過リース料中間期末残高相当額及

びリース資産減損勘定中間期末残高

②　未経過リース料期末残高相当額及び

リース資産減損勘定期末残高

　 （千円)

１年以内 504,464

１年超 436,826

合計 941,290

 　リース資産減損勘定中間期末残高

231,436千円 

　 （千円)

１年以内 256,313

１年超 155,766

合計 412,079

 　リース資産減損勘定中間期末残高

140,791千円 

　 （千円)

１年以内 339,278

１年超 264,113

合計 603,392

 　リース資産減損勘定期末残高

139,235千円 

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

　 （千円)

支払リース料 409,309

リース資産減損勘定の取崩額

△114,803

減価償却費相当額 398,887

支払利息相当額 6,295

減損損失 230,460

　 （千円)

支払リース料 211,105

リース資産減損勘定の取崩額（注）

△73,609

減価償却費相当額 206,181

支払利息相当額 3,293

減損損失 75,165

　 （千円)

支払リース料 718,754

リース資産減損勘定の取崩額（注）

△207,004

減価償却費相当額 699,461

支払利息相当額 11,066

減損損失 230,460

　 注）取崩額には、リース解約分が含まれて

おります。

注）取崩額には、リース解約分が含まれて

おります。
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前中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前事業年度
（自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日）

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、利

息法によっております。

・利息相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左

―――――― ２．オペレーティング・リース取引　 ―――――――

 オペレーティング・リース取引のうち、

解約不能のものに係る未経過リース料

 

 　 （千円)

１年以内 24,771

１年超 115,608

合計 140,379

 

（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成20年７月31日）

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

(1)株式 28,519 38,081 9,562

(2)債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3)その他 9,790 5,555 △4,235

合計 38,309 43,636 5,327

　（注）　減損処理を行ったその他有価証券の取得原価については、減損処理後の帳簿価額を記載しております。なお、当中

間会計期間においては減損処理の対象がないため、その計上を行っておりません。減損処理に当たっては、中間

会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％下落し

た場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 78,840

当中間会計期間末（平成21年７月31日）

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

(1)株式 28,519 29,961 1,441

(2)債券    
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種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3)その他 3,308 3,919 611

合計 31,827 33,880 2,052

　（注）　減損処理を行ったその他有価証券の取得原価については、減損処理後の帳簿価額を記載しております。なお、当中

間会計期間においては減損処理の対象がないため、その計上を行っておりません。減損処理に当たっては、中間

会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％下落し

た場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

　　　　該当事項はありません。

　

前事業年度末（平成21年１月31日）

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

(1)株式 28,519 30,564 2,046

(2)債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3)その他 3,308 3,308 0

合計 31,827 33,872 2,046

　（注）　減損処理を行ったその他有価証券の取得原価については、減損処理後の帳簿価額を記載しております。なお、当事

業年度においてはその他有価証券で時価のある株式6,482千円減損処理を行っております。減損処理に当たって

は、事業年度末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％下落

した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。

２　時価評価されていない主な有価証券の内容

　　　　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間末（平成20年７月31日）

  該当事項はありません。

当中間会計期間末（平成21年７月31日）

  該当事項はありません。

前事業年度末（平成21年１月31日）

  該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成21年２月１日　至　平成21年７月31日）

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成20年２月１日　至　平成21年１月31日）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年７月31日）

当社は持分法を適用する関連会社が存在しないため該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成21年２月１日　至　平成21年７月31日）

当社は持分法を適用する関連会社が存在しないため該当事項はありません。

前事業年度（自　平成20年２月１日　至　平成21年１月31日）

当社は持分法を適用する関連会社が存在しないため該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

前事業年度
（自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日）

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額

556円66銭 588円13銭 581円16銭

１株当たり中間純損失金額（△） １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純損失金額（△）

△35円25銭 6円95銭 △10円60銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握出

来ませんので記載しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、新株予約権の

残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握出

きませんので記載しておりません

 

　(注)　１株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間会計期間

(自　平成20年２月１日
至　平成20年７月31日)

当中間会計期間
(自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日)

前事業年度
(自　平成20年２月１日
至　平成21年１月31日)

１株当たり中間純利益又は中間（当期）

純損失金額
  　

中間純利益又は中間（当期）純損失（千

円）（△）
△624,823 123,499 △188,452

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間純利益又は中間（当

期）純損失（千円）（△）
△624,823 123,499 △188,452

期中平均株式数（千株） 17,725 17,774 17,774

      （重要な後発事象）

 　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

１　有価証券報告書及びその添付書類

　　　事業年度（第43期）（自　平成20年２月１日　至　平成21年１月31日）　平成21年４月27日関東財務局長に提出

　

EDINET提出書類

オリジン東秀株式会社(E03302)

半期報告書

31/34



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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　 独立監査人の中間監査報告書　
　 　 　

　 　 　 平成２０年１０月１０日

オリジン東秀株式会社 　 　 　

　 取締役会　御中 　

　 監査法人　トーマツ 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 飯島　誠一　　　印

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 武井　雄次　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオリジン東秀株式会社の平成２０年２月１日から平成２１年１月３１日までの第４３期事業年度の中間会計期間（平

成２０年２月１日から平成２０年７月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

オリジン東秀株式会社の平成２０年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２０年２

月１日から平成２０年７月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の中間監査報告書　
　 　 　

　 　 　 平成２１年１０月９日

オリジン東秀株式会社 　 　 　

　 取締役会　御中 　

　 有限責任監査法人　トーマツ 　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 飯島　誠一　　　印

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 武井　雄次　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオリジン東秀株式会社の平成２１年２月１日から平成２２年１月３１日までの第４４期事業年度の中間会計期間（平

成２１年２月１日から平成２１年７月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

オリジン東秀株式会社の平成２１年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２１年２

月１日から平成２１年７月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

追記情報

　中間財務諸表作成のため基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は従来、「自販機受取手数料」を営

業外収益に計上していたが、当中間会計期間から、「営業収入」に計上する方法に変更している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

オリジン東秀株式会社(E03302)

半期報告書

34/34


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書
	中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
	表示方法の変更
	注記事項


	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

